
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小
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令和2年度 令和3年度
実績 実績 計画 計画

達成度の
評価と説明

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

説明
ゲートキーパー養成研修及び自殺対策に係る講演会等を通じて、市民に自殺対策の知識の
普及啓発を行うことにより、自殺者数の抑制に繋がった。

見直し余地 判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし

204 402 298

■前年度の事業分析【評価（Check）】

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位
平成30年度 令和元年度

事業費の推移
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費

2

活動 ゲートキーパー養成研修受講者数 人 0 71 40 40

活動 自殺者数 人 10

■事業実施結果【実施（Do）】

事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 地域自殺対策緊急強化対策事業 事業開始年度 平成22年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 田島純子

地域福祉の理解促進

事業の目的
「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指して、自殺対策を総合的に推進
し、自殺者の減少を図ることを目的とする。

事業の概要
自殺対策の普及啓発活動として、市民を対象とした講演や啓発物配布を実施する。

■事業の執行計画【計画（Plan）】

総合計画体系
政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 01 助け合いと支え合いの地域福祉
基本事業 01



■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

達成度の
評価と説明

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

説明
参加団体数は、平成30年度に2団体減少したものの、ここ数年微増である。会場のキャパシ
ティの都合等により、参加団体数の大幅な増加は見込めないものの、今後、減少により事
業の規模が縮小しないよう、主催者と協議し啓発等に努める。

見直し余地 判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし

■前年度の事業分析【評価（Check）】

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

実績 実績 計画 計画

活動 福祉まつり参加団体数 団体 75 77 0 78

事業費の推移
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 1,234 1,234 1,234

■事業実施結果【実施（Do）】

事業の目的
地域福祉の祭典「福祉まつり」を開催し、市全体が福祉について考え、体験し、お互いに
触れ合う場を提供する。

事業の概要
さくら市福祉まつり実行委員会を運営するさくら市社会福祉協議会に補助金を支出し、事
業運営を支援する。

■事業の執行計画【計画（Plan）】

総合計画体系
政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 01 助け合いと支え合いの地域福祉
基本事業 01 地域福祉の理解促進

事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 福祉まつり補助事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 大東由枝



■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

達成度の
評価と説明

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

説明
自主運営比率が平成30年度と比較して0.22ポイント減少した。平成28年度から減少傾向に
あるため、自主運営の強化に向けて協議する。

見直し余地 判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし

■前年度の事業分析【評価（Check）】

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

実績 実績 計画 計画

成果 社会福祉協議会の自主運営比率 % 80.57 80.35 78.92 未定

事業費の推移
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 31,414 29,585 34,313

■事業実施結果【実施（Do）】

事業の目的
社会福祉協議会の活動に賛同する方が増加し、市民主体による自主運営比率が高まる。

事業の概要
社会福祉施設整備費・運営費補助金として、運営費（人件費）に対して補助金を交付す
る。

■事業の執行計画【計画（Plan）】

総合計画体系
政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 01 助け合いと支え合いの地域福祉
基本事業 01 地域福祉の理解促進

事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 さくら市社会福祉協議会補助事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 大東由枝



■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

達成度の
評価と説明

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

説明
利用者数について、平成30年度は平成28年度と同程度に回復したものの、令和元年度は200
名程度減少した。新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、3月上旬以降、施設利用の自
粛が影響しているものと思われる。

見直し余地 判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし

■前年度の事業分析【評価（Check）】

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

実績 実績 計画 計画

活動 年間施設利用者延べ人数 人 2,259 2,049 2,200 2,200

事業費の推移
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 2,568 1,985 1,985

■事業実施結果【実施（Do）】

事業の目的
高齢者等への健康の増進、教養の向上や各種福祉相談など、幅広く社会福祉事業に市民が
利用でき、福祉の向上を図る。

事業の概要
指定管理制度導入により事業を実施している。喜連川社会福祉センターは、さくら市社会
福祉協議会に指定管理を委託している。

■事業の執行計画【計画（Plan）】

総合計画体系
政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 01 助け合いと支え合いの地域福祉
基本事業 01 地域福祉の理解促進

事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 喜連川社会福祉センター管理業務 事業開始年度 平成18年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 君島成美



■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

達成度の
評価と説明

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

説明
イベントの参加による地域連携、福祉ニーズの多様化に伴う知識を養う為の定例会、研修
会により、概ね、民生委員に求められる地域での役割は達成されている。

見直し余地 判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし

■前年度の事業分析【評価（Check）】

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

実績 実績 計画 計画

活動 活動日数 日 7,002 7,309 7,400 7,400

事業費の推移
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 6,945 7,188 7,734

■事業実施結果【実施（Do）】

事業の目的
民生委員児童委員研修会等に参加し、民生委員としての知識が高まり能力が向上する。

事業の概要
民生委員児童委員協議会が行う事業（研修会等）に対し助成金を交付する。

■事業の執行計画【計画（Plan）】

総合計画体系
政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 01 助け合いと支え合いの地域福祉
基本事業 02 地域福祉活動の推進

事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 民生委員事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 岡本尚大



■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ○現状 ●縮小 業務量 ○拡大 ○現状 ●縮小

達成度の
評価と説明

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

説明
実績なし

見直し余地 判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし

■前年度の事業分析【評価（Check）】

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

実績 実績 計画 計画

活動 貸付件数 件 0 0 0 0

事業費の推移
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 0 0 0

■事業実施結果【実施（Do）】

事業の目的
高額療養費の一時負担が困難な者に対し、必要な資金を貸し付けることにより、被保険者
の生活の安定と福祉の推進を図る。

事業の概要
高額療養費の一時負担が困難な市民に対し、高額医療費の返還分を担保に貸付を行うこと
で、適切な医療が受けられるよう支援する。

■事業の執行計画【計画（Plan）】

総合計画体系
政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 01 助け合いと支え合いの地域福祉
基本事業 02 地域福祉活動の推進

事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 高額療養費貸付事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 大東由枝



■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

達成度の
評価と説明

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

説明
被災者の生活を支援することにより、生活再建を支えることは、地域福祉の推進に貢献し
ている。

見直し余地 判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし

■前年度の事業分析【評価（Check）】

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

実績 実績 計画 計画

活動 見舞金支給件数 件 5 2 3 3

事業費の推移
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 110 70 150

■事業実施結果【実施（Do）】

事業の目的
火災・風水害等により、住家の全焼又は全壊、流失等の被害を受けたときに、災害罹災者
見舞金を支給することで、復興意欲の振起を図る。

事業の概要
火災・風水害等の被災者に、見舞金を支給する。

■事業の執行計画【計画（Plan）】

総合計画体系
政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 01 助け合いと支え合いの地域福祉
基本事業 02 地域福祉活動の推進

事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 災害被災者扶助事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 大東由枝



■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

達成度の
評価と説明

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

説明
罪を犯した者の更生や社会復帰の支援、犯罪の予防活動を行う保護司会の活動は、地域福
祉の推進に貢献している。

見直し余地 判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし

■前年度の事業分析【評価（Check）】

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

実績 実績 計画 計画

活動 活動回数 回 36 47 40 45

事業費の推移
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 74 74 74

■事業実施結果【実施（Do）】

事業の目的
犯罪をした者の改善及び更生を助け、犯罪予防のための啓発活動を行っている塩谷保護区
保護司会さくら支部の活動を支援する。

事業の概要
塩谷保護区保護司会さくら支部に補助金を交付し、保護司の活動を支援する。

■事業の執行計画【計画（Plan）】

総合計画体系
政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 01 助け合いと支え合いの地域福祉
基本事業 02 地域福祉活動の推進

事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 さくら市保護司会補助事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 岡本尚大



■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

達成度の
評価と説明

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

説明
令和元年度は、喜連川少年院大規模改修工事により院生不在のため、活動回数が減少し
た。市更生保護女性会は、地域ボランティアとして更生保護思想の普及啓発や青少年健全
育成活動を行っており、公益性が高く、地域福祉の推進に貢献している。

見直し余地 判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし

■前年度の事業分析【評価（Check）】

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

実績 実績 計画 計画

活動 活動回数 回 103 82 103 100

事業費の推移
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 50 50 50

■事業実施結果【実施（Do）】

事業の目的
女性の立場から、犯罪や非行のない明るい社会の実現のために活動しているさくら市更生
保護女性会の活動を支援する。

事業の概要
さくら市更生保護女性会に補助金を交付し、活動を支援する。

■事業の執行計画【計画（Plan）】

総合計画体系
政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 01 助け合いと支え合いの地域福祉
基本事業 02 地域福祉活動の推進

事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 さくら市更生保護女性会補助事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 田島純子



■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

達成度の
評価と説明

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

説明
栃木県戦没者慰霊祭参加、勝山・喜連川霊園清掃（平成30年度と比較し10名減）、栃木県
戦没者追悼式参加、靖国神社参拝研修旅行（平成30年度と比較し10名増）、市戦没者追悼
式開催　等計画どおりに事業を実施した。

見直し余地 判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし

■前年度の事業分析【評価（Check）】

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

実績 実績 計画 計画

活動 各種事業参加延べ人数 人 203 207 230 230

事業費の推移
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 213 213 213

■事業実施結果【実施（Do）】

事業の目的
遺族会の各種事業（戦没者合同慰霊祭）・研修等を通し、会員の親睦と交流を深め、会の
発展と遺族の福祉向上が図れる

事業の概要
市健康福祉事業補助金交付要綱に基づき、事業内容を審査し、団体運営費に対し補助金を
交付する。

■事業の執行計画【計画（Plan）】

総合計画体系
政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 01 助け合いと支え合いの地域福祉
基本事業 02 地域福祉活動の推進

事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 さくら市遺族会補助事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 君島成美



■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

達成度の
評価と説明

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

説明
見守りの体制が整備され、日常生活を送るうえで支援を必要とする方が、安全かつ安心し
て生活できる環境が維持できている。

見直し余地 判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし

■前年度の事業分析【評価（Check）】

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

実績 実績 計画 計画

活動 見守りに関する協定件数 件 30 31 32

活動
災害時避難行動要支援者名簿掲載
同意者数

件 1,248 1,349 1,468

事業費の推移
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 412 2,273 579

■事業実施結果【実施（Do）】

事業の目的
要援護者が安全かつ安心して生活できる

事業の概要
見守り協定を締結した協力事業所等が市と連携し、要援護者を見守り、異変の早期発見と
迅速な対応を図ることにより、安全かつ安心して生活できる環境の構築を図る。

■事業の執行計画【計画（Plan）】

総合計画体系
政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 01 助け合いと支え合いの地域福祉
基本事業 03 見守り活動の推進

事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 見守り福祉ネットワーク推進事業 事業開始年度 平成25年度
担当課 健康福祉部　高齢課 担当者 西　重幸



■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

達成度の
評価と説明

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

説明
相談者数について、平成30年度に大幅に増加したものの、令和元年度は平成29年度以前と
同程度まで減少した。新型コロナウイルス感染症拡大防止による中止もあるが、事業実施
について、市広報紙や市ホームページを活用し、市民への周知促進に努めたい。

見直し余地 判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし

■前年度の事業分析【評価（Check）】

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

実績 実績 計画 計画

活動 相談者数 人 13 8 10 10

事業費の推移
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 207 189 192

■事業実施結果【実施（Do）】

事業の目的
市民のあらゆる相談に応じる窓口があり、市民が安心して生活を送ることができる。

事業の概要
毎月1回心配ごと相談を行い、生活上の悩み事全般の相談を受ける（さくら市社会福祉協議
会への委託事業）。

■事業の執行計画【計画（Plan）】

総合計画体系
政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 01 助け合いと支え合いの地域福祉
基本事業 99 総合事業

事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 心配ごと相談事業 事業開始年度 平成27年度
担当課 健康福祉部　福祉課 担当者 大東由枝


